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１ 地方公会計制度の概要 

 
 

 

  地方公共団体の会計は、「収入」と「支出」の面からのみ財務管理する、いわゆる単式簿記で処理されていま

すが、平成 12 年 4 月 1 日に地方分権一括法が施行され、地方分権の流れが加速するのに併せて、財政状況

を総合的かつ長期的に把握することが必要になってきました。 

このため、県では、企業会計的手法による財政分析を取り入れ、そのツールとして、平成12 年度からバラ

ンスシートおよび行政コスト計算書を作成してきました。 

その後、平成18 年８月に公表された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針（総務省）」

において地方公会計改革が打ち出され、県では平成21 年度（平成20 年度決算）から総務省方式改訂モデル

に基づいて、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の財務書類４表を作成して

きました。 

さらに、平成27 年１月に国から全ての地方自治体に対して、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提

とした統一的な基準による財務書類を整備するよう要請があったことから、本県では平成 29 年度（平成 28

年度決算）から統一的な基準を導入しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

現金の収入・支出という事実に

基づく会計処理 

 予算の適正・確実な執行 

企業会計の考え方および手法を活用した財務書類（貸借対照

表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）

を整備 

 ストック情報（資産、負債）の把握が可能になる。 

 見えにくいコスト（減価償却費等）の把握が可能になる。 

目的 

地方公会計制度 

補完 

現行の官庁会計制度 

１． 説明責任の履行 

  住民や議会、外部に対する財務情報の分かりやすい開示 

２． 財政の効率化・適正化 

  財政運営や政策形成を行う上での基礎資料として、資産・負債管理や予算編成、政策評価等に有効に活用 

Ⅳ 地方公会計による財政状況 

地方公会計制度導入の背景 

地方公会計制度の意義 
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２ 統一的な基準について 

 

 

 

   統一的な基準では、複式簿記の導入および固定資産台帳の整備を前提とされているほか、団体間の比較可

能性を確保できるという特徴があります。 

 

項目 従前 統一的な基準 

複式簿記の導入 

県では総務省方式改訂モデルにより、

決算統計データを活用して、簡易に財

務書類を作成していました。 

原則として取引ごとに、複式簿記の記

帳方法である仕訳を行います。 

固定資産台帳の整備 

県では、固定資産台帳を整備しておら

ず、決算統計データの普通建設事業費

と区分された経費をもとに資産の取得

価額を推定していました。 

固定資産台帳を整備し、個々の資産の

取得価額、耐用年数等を管理します。 

比較可能性の確保 

総務省方式改訂モデルのほか、基準モ

デルや東京都独自方式などが混在し、

団体間の比較が困難でした。 

基準の統一によって、団体間の比較可

能性が確保されます。 

 

３ 財務書類４表の概要 

 

  

 

   本県では、一般会計等、全体、連結の3 種類に区分して、財務書類を作成しています。 

 

一般会計等 
一般会計に地方公営事業会計以外の特別会計を加えたものです。 

なお、本県では、一般会計等と普通会計の対象範囲に差異はありません。 

全体 一般会計等に地方公営事業会計を加えた、県全体の会計です。 

連結 
県全体の会計に県の関与が大きい関係団体を加えて、一つの行政サービス実施主体と

みなしたものです。 

 

 

 

 

 

 

 

※ 第三セクター等：県の出資割合が25%以上の団体等 

 ※ 地方公営事業会計のうち、流域下水道事業については、地方公営企業法の財務規定等の適用に向けた

作業に取り組んでいるため、その取組期間中は対象から除いています。なお、平成 30 年 4 月 1 日に

国民健康保険事業特別会計が設置され、全体会計の対象に含めています。 

             連  結 全体(滋賀県) 

 

 

 

 

一般会計等 

（普通会計） 

地方公営事業会計 

地方独立行政法人 

地 方 公 社 

広 域 連 合 

第三セクター等 

統一的な基準の特徴 

財務書類の対象範囲 
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貸 借 対 照 表 

 

 

 

 

【視点】 

 次世代に引き継ぐ資産は？ 

 次世代の負担となる借金残高は？ 

  これまでに提供した行政サービスに係る次世代の負担は？ 

【説明】 

県が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）の規模と、その資産

の形成をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを対照表示したもので、資

産合計と負債・純資産合計が一致します。 

＜資  産＞  土地や建物等の資産、貸付金や出資金等の債権、現金、基金等がありま

す。 

＜負 債＞ 地方債や未払金等、将来支払わなければならない金額を表しており、「将

来世代の負担」と見ることができます。 

＜純資産＞ 資産から負債を控除した正味の資産を表しており、「現在までの世代の

負担」と見ることができます。 

 

行政コスト計算書 

 

【視点】 

 １年間の経常的な行政サービスにかかったコストは？ 

 コストの内訳は？ 

 受益者負担によってどの程度コストが賄われたか？ 

【説明】 

１年間の県の行政活動において、資産形成に結びつかない行政サービスに要した費用

（行政コスト）と、その行政サービスの直接的な対価として得られた収益（使用料・手

数料等）を表したものです。 

どのような経費（人件費、物件費等）に使われたかを性質別に表しています。 

 

純資産変動計算書 

 

【視点】 

 純資産はどのように変動したか？ 

【説明】 

 貸借対照表の「純資産」が、１年間にどのような要因で、どれだけ増減したかを表し

たものです。 

また、純資産は、「固定資産等形成分」および「余剰分（不足分）」に分類され、純資

産がモノとして残されたのか、金銭として残されたのかを表しています。 

 

資金収支計算書 

 

【視点】 

 １年間の資金の変動は？ 

【説明】 

県の行政活動に伴う資金利用状況および資金獲得能力を表したものです。 

 ＜業務活動収支＞ 日常の行政活動にかかる資金収支を表しています。 

 ＜投資活動収支＞ 公共施設等の整備、貸付等にかかる資金収支を表しています。 

 ＜財務活動収支＞ 地方債の発行・償還等にかかる資金収支を表しています。 

 

※財務書類４表の他、連結精算表や注記等については、県のホームページに掲載しています。 

財務書類４表とは 



－ 経常費用 4,193億円

　 （資産形成に結びつかない経常的なコスト）

[内訳]

人に関するコスト 1,652億円

物に関するコスト 774億円

移転支出的なコスト 1,667億円

現金預金残高 その他のコスト 100億円

80億円

＋ 経常収益 165億円

　　（行政サービスの直接的な対価）

－ 臨時損失 67億円

　　（災害復旧事業費、資産除売却損など）

＋ 臨時利益 13億円

　　（資産売却益など）

＋ 業務活動収支 161億円 ＝ 純行政コスト △4,082億円

（日常の行政活動にかかる資金収支） （県税等の財源が賄うべきコスト）

＋ 投資活動収支 △127億円

（資産形成、投資、貸付金等にかかる資金収支）

＋ 財務活動収支 △19億円

（地方債の発行・償還等にかかる資金収支）

平成29年度末 純資産残高

343億円

－ 純行政コスト △4,082億円

＋ 平成29年度末 資金残高 41億円

＋ 財源 4,019億円

＝ 平成30年度末 資金残高 56億円

（県税、国庫支出金など）

（本年度末歳計現金残高）
＝ 本年度差額 △63億円

＋ 平成30年度末 歳計外現金残高 24億円 ＋ その他 △40億円

（資産評価差額、資産の無償取得など）

＝ 平成30年度末 現金預金残高 80億円 ＝ 平成30年度末 純資産残高

240億円

（将来世代の負担）

（現在までの世代の負担）
純資産 240億円

資産 1兆2,957億円 負債 1兆2,717億円

（現在保有している財産）

15億円

＝ 純経常行政コスト △4,028億円

＝ 本年度資金収支差額

貸借対照表

財務書類4表（一般会計等）のポイント

行政コスト計算書

純資産変動計算書

資金収支計算書
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(単位：万円)　 (単位：円)

金額

経常費用 295,281

人件費 116,333

物件費等 54,524

移転費用 117,387

その他の業務費用 7,037

経常収益 11,665

　使用料・手数料使用料・手数料 5,502

　その他その他 6,163

純経常行政コスト △ 283,616

臨時損失 4,773

臨時利益 941

純行政コスト △ 287,448

(単位：円) (単位：円)

金額

業務活動収支 前年度末 純資産残高 24,149

業務支出 純行政コスト 287,448

業務収入 財源 283,000

臨時支出 税収等 242,145

臨時収入 国県等補助金 40,855

投資活動収支 本年度差額 △ 4,448

投資活動支出 資産評価差額 △ 3

投資活動収入 無償所管換等 △ 2,801

財務活動収支 本年度末 純資産残高 16,897

財務活動支出

財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

2,864

3,929

31,591

22,622

△ 1,343

84,853

83,510

1,065

△ 8,969

4　県民１人当たりの財務書類４表（一般会計等）

科目

科目 金額 科目

11,377

345,979

359,249

2,693

800

滋賀県の人口 1,420,080人

（平成31年1月1日 住民基本台帳人口）

貸借対照表

臨時財政対策債は、本来、地方交付税として交付される

べきものが地方債に振り替えられたもので、その元利償還

金相当額は、後年度に全額地方交付税で措置されます。

臨時財政対策債が全額地方交付税として交付された場合、

負債および純資産は（ ）内の金額となります。

説 明

県民１人当たりの純資産

7,252円 減少

行政コスト計算書

純資産変動計算書資金収支計算書

県民１人当たりの資金

1,065円 増加

資産 91 負債 89 (57)

有形・無形固定資産 78 固定負債 83 (51)

投資その他 10 流動負債 6 (6)

流動資産 3 純資産 2 (34)
※(   )は臨時財政対策債を負債から純資産へ振り替えた場合の金額

 （参考）平成３０年３月３1日現在

資産 92 負債 90 (58)

有形・無形固定資産 79 固定負債 83 (52)

投資その他 10 流動負債 7 (6)

流動資産 3 純資産 2 (34)

対29年度末　増減額

資産 △ 1 負債 △ 1 (△ 1)

有形・無形固定資産 △ 1 固定負債 0 (△ 1)

投資その他 0 流動負債 △ 1 (0)

流動資産 0 純資産 0 (0)

借方 貸方
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5 貸借対照表（平成3１年３月 31 日現在） 

 

 

 
 
 
 

 

県庁舎、学校、図書館など行政サービスに供される資産の
金額です。

道路、港湾、公園など社会基盤となる資産の金額です。

工期が一会計年度を超える建設中の建物など完成前の資産
への支出等の金額です。

滋賀県財務規則に定める重要物品等の金額です。

財務会計システム、税務システムなど一定のソフトウェア
の取得価額等から減価償却費相当額を控除した後の金額で
す。

公社や三セク等への出資金額です。ただし、出資先の団体
（出資割合が25％以上の団体等を除く。）の財政状態の悪
化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の
減額を行っています。

県債管理基金のうち満期一括償還地方債にかかる元金償還
の支払のための積立金額です。

長期貸付金、長期延滞債権のうち不納欠損等により今後回
収不能が見込まれる金額です。

平成30年度の現年度分の歳入として調定したものの、年度
末までに収入がなかった地方税等の金額です。

未収金、短期貸付金のうち不納欠損等により今後回収不能
が見込まれる金額です。

出資割合が25％以上の団体等の財政状況が一定以上悪化し
た場合に計上しているものです。

納付期限から一年以上経過しているにもかかわらず、納付
されていない地方税等の金額です。

令和２年度以降に償還期限が到来する貸付金の金額です。

出納整理期間中の取引により発生する資金の受払を含んだ
金額です。

令和元年度に償還期限が到来する貸付金の金額です。

金額

【資産の部】

固定資産 12,546

1 有形固定資産 11,120

(1)事業用資産 3,521

①土地 1,958

②立木竹 164

③建物 3,457

④建物減価償却累計額 △ 2,133

⑤工作物 186

⑥工作物減価償却累計額 △ 160

⑦船舶 55

⑧船舶減価償却累計額 △ 20

⑨浮標等 3

⑩浮標等減価償却累計額 △ 2

⑪航空機 11

⑫航空機減価償却累計額 △ 11

⑬建設仮勘定 13

(2)インフラ資産 7,459

①土地 382

②建物 30

③建物減価償却累計額 △ 18

④工作物 12,389

⑤工作物減価償却累計額 △ 5,702

⑥建設仮勘定 378

(3)物品 354

(4)物品減価償却累計額 △ 214

2　無形固定資産 7

(1)ソフトウェア 7

(2)その他 0

3　投資その他の資産 1,419

(1)投資及び出資金 858

①有価証券 20

②出資金 530

③その他 308

(2)投資損失引当金 △ 225

(3)長期延滞債権 71

(4)長期貸付金 276

(5)基金 441

①減債基金 93

②その他 348

(6)その他 1

(7)徴収不能引当金 △ 3

流動資産 411

1　現金預金 80

2　未収金 25

3　短期貸付金 10

4　基金 297

(1)財政調整基金 197

(2)減債基金 100

5　その他 1

6　徴収不能引当金 △ 2

12,957

借方（資産がどれだけあるか）

資産合計

科目

貸借対照表（一般会計等） 
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　　　 (単位：億円) 

既に物件の引渡しを受けたもの等でまだ支払っていない金
額、あるいは債務負担や債務保証、損失補償の履行が決定
した金額のうち令和元年度以降に支出が予定される金額で
す。

平成30年度末で職員全員が自己都合により退職した場合に
必要となる退職手当の金額です。

財政健全化法に基づく「将来負担比率」の算定において計
上された三セク等に係る将来負担額です。

令和元年度に納付期限が到来する地方債の利息のうち平成
30年度に発生した金額です。

令和元年度に支給される賞与のうち平成30年度に発生した
金額です。

所得税、住民税、契約保証金、県営住宅敷金など歳入歳出
外現金の金額です。

県が調達した資源を充当して形成した資産の蓄積で、金銭
以外の形態で保有している金額です。

金銭の形態で保有している資産の蓄積で、この金額がプラ
スになる場合は、令和元年度以降に自由に使用できる財源
を表しますが、マイナスになる場合は、将来の財源の一部
が拘束されていることを表します。

令和２年度以降に償還期限が到来する地方債の金額です。

地方債
10,155

退職手当引当金
1,257

その他の固定負債
97

流動負債
869

総 額
12,717億円

総 額
12,957億円

事業用資産
3,521

インフラ資産
7,459

物品
140

無形固定資産
7

投資その他の資産
1,419

流動資産
411

長期未払金
339

金額

【負債の部】

固定負債 11,848

1　地方債 10,155

2　長期未払金 339

3　退職手当引当金 1,257

4　損失補償等引当金 28

5　その他 69

流動負債 869

1　1年内償還予定地方債 670

2　未払金 24

3　未払費用 17

4　賞与等引当金 121

5　預り金 24

6　その他 13

12,717

【純資産の部】

固定資産等形成分 12,853

余剰分（不足分） △ 12,613

240

12,957

貸方（資産をどのような財源で賄ってきたか）

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計

科目

 
 

平成 30 年度末の一般会計等の資産合計は 1 兆 2,957 億円で、事業用資産やインフラ資産などの有形固定

資産が資産全体の 86％を占めています。 

一方、負債は 1 兆 2,717 億円で、地方債が 85％を占めています。また、純資産は 240 億円で、有形固

定資産や貸付金等の固定資産としての蓄積額が 1 兆 2,８５３億円、税収等の財源の不足額が 1 兆 2,6１３億

円となっています。 

なお、負債には臨時財政対策債 4,5６２億円が含まれています。 

 

 

         資産の構成                  負債の構成  

 

 

付表 第１7 表 一般会計等貸借対照表（平成３1 年３月 31 日現在） → 71 ページ 
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貸借対照表（連結） 

付表 第19 表 連結貸借対照表（平成3１年３月31 日現在） → 73 ページ 

 連結ベースの資産は、1 兆 5,279 億円で、

そのうち９割を超える１兆 4,332 億円を固

定資産が占めています。また、流動資産は

947 億円となっています。 

 負債は、1 兆 4,147 億円で、そのうち一

般会計等と地方公営事業会計を合わせた県

全体の地方債が1兆1,198億円で9割程度

を占めています。また、純資産は、1,132

億円となっています。 

団体別の内訳を、内部取引を相殺消去する

前のベースで見てみると、資産は、総額1 兆

5,978 億円のうち、一般会計等が 1 兆

2,957 億円で81.1％を占めており、県の地

方公営事業会計が 1,247 億円で 7.8％、県

以外の団体が 1,774 億円で 11.1％となっ

ています。 

負債は、総額１兆 4,361 億円のうち、一

般会計等が１兆 2,717 億円で 88.6％を占

めており、県の地方公営事業会計が 491 億

円で 3.4％、県以外の団体が 1,153 億円で

8.0％となっています。 

純資産は、総額 1,617 億円のうち、一般

会計等が240億円で14.8％を占めており、

県の地方公営事業会計が 756 億円で

46.8％、県以外の団体が 621 億円で

38.4％となっています。 

 

水道用水 115

工業用水道 11

病院 316

モーターボート 49
地方公社

207

県立大学

27

三セク等

919

広域連合 0

一般会計等

12,717

地方公営事業会計 491

三セク等

1,153

負債の内訳

総 額

（相殺消去前）

14,361億円

国民健康保険 0

水道用水 551

工業用水道 141

病院 400

モーターボート 106

地方公社

567

県立大学

180

三セク等

1,027

広域連合 0 

一般会計等

12,957

地方公営事業会計

1,247

三セク等

1,774 

資産の内訳

総 額

（相殺消去前）

15,978億円

国民健康保険 49 

（単位：億円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 14,332 固定負債 13,074

１　有形固定資産 13,333 １　地方債等 10,533

(１)事業用資産 4,870 (１)地方公共団体

(２)インフラ資産 8,143 ① 一般会計等地方債 10,155

(３)物品 864 ② 公営事業地方債 345

(４)物品減価償却累計額 △ 544 　地方公共団体計 10,500

２　無形固定資産 15 (２)関係団体

(１)ソフトウェア 8 ① 地方公社長期借入金 -

(２)その他 7 ② 第三セクター等長期借入金 33

３　投資その他の資産 984 　関係団体計 33

(１)投資及び出資金 234 ２　長期未払金 342

(２)長期延滞債権 73 ３　退職手当引当金 1,317

(３)長期貸付金 93 ４　損失補償等引当金 768

(４)基金 587 ５　その他 114

(５)その他 1 流動負債 1,073

(６)徴収不能引当金 △ 4 １　1年内償還予定地方債等 772

流動資産 947 ２　未払金 97

１　現金預金 494 ３　未払費用 19

２　未収金 83 ４　前受金 7

３　短期貸付金 9 ５　賞与等引当金 131

４　基金 297 ６　預り金 27

(１)財政調整基金 197 ７　その他 20

(２)減債基金 100 14,147

５　棚卸資産 33 【純資産の部】

６　その他 33 固定資産等形成分 14,638

７　徴収不能引当金 △ 2 余剰分（不足分） △ 13,543

他団体出資等分 37

1,132

15,279 15,279資産合計 負債及び純資産合計

借方 貸方

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計
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6 行政コスト計算書（平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日） 

 

人に関する

コスト 1,652

物に関する

コスト 774

移転

支出的な

コスト 1,667

その他のコスト

100 
臨時損失 67

費用総額の内訳

総 額

4,260億円

付表 第20 表 一般会計等行政コスト計算書（平成30 年４月１日～平成31 年３月 31 日） → 74 ページ 

　【経常費用】 （単位：億円）

科目 金額

職員給与費 1,391

賞与等引当金繰入額 121

退職手当引当金繰入額 104

その他 36

小　　計 1,652

物件費 271

維持補修費 174

減価償却費 329

その他 0

小　　計 774

補助金等 1,468

社会保障給付 93

他会計への繰出金 98

その他 8

小　　計 1,667

支払利息 78

徴収不能引当金繰入額 4

その他 18

小　　計 100

4,193

　【経常収益】

1 使用料及び手数料 78

2 その他 87

165

ｂ／ａ 3.9%

△ 4,028

　【臨時損失】

1 災害復旧事業費 22

2 資産除売却損 26

3 投資損失引当金繰入額 9

4 損失補償等引当金繰入額 0

5 その他 10

67

　【臨時利益】

1 資産売却益 8

2 その他 5

13

△ 4,082

臨 時 損 失 合 計 ｄ

（ 差 引 ） 純 行 政 コ ス ト ｃ ＋ ｅ － ｄ

臨 時 利 益 合 計 ｅ

経 常 収 益 合 計 ｂ

（差引）純経常行政コスト ｃ＝ｂ－ａ

経 常 費 用 合 計 ａ

人

に

関

す

る

コ

ス

ト

物

に

関

す

る

コ

ス

ト

移

転

支

出

的

な

コ

ス

ト

そ
の
他
の

コ

ス
ト

職員等に対して勤労の対価や報酬として支払われる費用をいいます。

賞与等引当金の平成30年度発生額をいいます。

退職手当引当金の平成30年度発生額をいいます。

一定の耐用年数に基づき計算された当該会計期間中の負担となる資産

価値減少金額をいいます。

政策目的による補助金等をいいます。

社会保障給付としての扶助費等をいいます。

地方公営事業会計に対する繰出金をいいます。

地方公共団体が発行している地方債等に係る利息負担金額をいいます。

徴収不能引当金の平成30年度発生額をいいます。

受益者負担である経常収益から経常費用を控除した金額をいいます。

災害復旧に関する費用をいいます。

資産の売却による収入が帳簿価額を下回る場合の差額および除却した
資産の除却時の帳簿価額をいいます。

投資損失引当金の平成30年度発生額をいいます。

資産の売却による収入が帳簿価額を上回る場合の差額をいいます。

臨時利益から臨時損失を控除した金額に、純経常行政コストを加えた
金額で、県税や地方交付税といった一般財源等で賄わなければならな
いコストを表します。

損失補償等引当金の平成30年度発生額をいいます。

 一般会計等の経常費用は4,1９３億円で、人に関するコ

ストが 1,6５２億円（39.4%）、物に関するコストが  

7７４億円（1８.5%）、移転支出的なコストが1,6６７億

円（39.7%）となっています。 

 また、臨時的な損失は６７億円となっています。 

行政コスト計算書（一般会計等） 
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水道用水 39

工業用

水道 10

病院 230

モーターボート 401 

三セク等

275

地方公社 89

県立大学 49

三セク等 134

一般会計等

4,255

地方公営事業会計 1,815

費用総額の内訳

総 額

（相殺消去前）

6,345億円

国民健康

保険 1,135
広域連合 3

　【経常費用】 （単位：億円）

科　　目 金　額

職員給与費 1,540

賞与等引当金繰入額 131

退職手当引当金繰入額 110

その他 48

小　　計 1,829

物件費 463

維持補修費 225

減価償却費 402

その他 415

小　　計 1,505

補助金等 2,503

社会保障給付 93

他会計への繰出金 24

その他 9

小　　計 2,629

支払利息 83

徴収不能引当金繰入額 4

その他 50

小　　計 137

6,100

　【経常収益】

1 使用料及び手数料 311

2 その他 1,147

1,458

ｂ／ａ 23.9%

△ 4,642

　【臨時損失】

1 災害復旧事業費 22

2 資産除売却損 26

3 損失補償等引当金繰入額 0

4 その他 11

59

　【臨時利益】

1 資産売却益 9

2 その他 2

11

△ 4,690

臨 時 利 益 合 計 ｅ

（ 差 引 ） 純 行 政 コ ス ト ｃ ＋ ｅ － ｄ

経 常 収 益 合 計 ｂ

（ 差 引 ） 純 経 常 行 政 コ ス ト ｃ ＝ ｂ － ａ

人

に
関
す

る

コ
ス
ト

物
に

関
す

る

コ

ス
ト

移

転
支
出

的
な

コ

ス
ト

そ
の
他
の

コ
ス
ト

経 常 費 用 合 計 ａ

臨 時 損 失 合 計 ｄ

付表 第24 表 連結行政コスト計算書（平成30 年４月１日～平成31 年３月31 日） → 76 ページ 

 連結ベースの経常費用は 6,100 億円で、人に

関するコストが1,829 億円（30.0%）、物に関す

るコストが1,505 億円（24.7%）、移転支出的な

コストが2,629 億円（43.1%）となっています。 

 相殺消去前の経常費用 6,345 億円を団体別に

見ますと、県の一般会計等が 4,255 億円で全体

の 67.1％を占め、次いで県の地方公営事業会計

が 1,815 億円で 28.6％、県以外の団体が 275

億円で4.3％となっています。 

 なお、経常費用のうち、約 2 割は経常収益によ

り賄っています。 

 また、臨時的な損失は59 億円となっています。 

 

※ 地方公営事業会計のうち、流域下水道事業に

ついては、地方公営企業法の財務規定等の適用

に向けた作業に取り組んでいたため、その取組

期間中は対象から除いています。なお、平成30

年4月1日に国民健康保険事業特別会計が設置

され、全体会計の対象に含めています。 

行政コスト計算書（連結） 
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7 純資産変動計算書（平成 30 年４月１日～平成 31 年３月 31 日） 

 
 

 

純資産変動計算書（一般会計等） 

平成29年度末の純資産残高343億円に対し、平成30年度末の純資産残高は２４０億円となっています。 

 純資産残高は平成 30 年度の純行政コストの計上により 4,0８２億円減少し、税収等と国の補助金等受入

等により4,0１９億円増加したものの、１年間で1０3 億円減少しています。 

付表 第21 表 一般会計等純資産変動計算書（平成30 年４月１日～平成31 年３月 31 日） → 74 ページ 

 

 

（単位：億円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 343 12,950 △ 12,607

純行政コスト（△） △ 4,082 △ 4,082

財源 4,019 4,019

税収等 3,439 3,439

国県等補助金 580 580

本年度差額 △ 63 △ 63

固定資産等の変動（内部変動） △ 57 57

有形固定資産等の増加 333 △ 333

有形固定資産等の減少 △ 427 427

貸付金・基金等の増加 287 △ 287

貸付金・基金等の減少 △ 250 250

資産評価差額 0 0

無償所管換等 △ 40 △ 40

その他 - - -

本年度純資産変動額 △ 103 △ 97 △ 6

本年度末純資産残高 240 12,853 △ 12,613

科目 合計

 

30年度末 純 資 産 

240 億円（△103 億円） 

税収等 

3,439 億円 

無償所管換等 △40 億円 

国県等補助金 

580 億円 

純行政コスト 

△4,082 億円 

29年度末 純 資 産  

343 億円 
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8 資金収支計算書（平成 30 年４月１日～平成 3１年３月 31 日） 

 
                     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 一般会計等の平成30 年度末の資金は、56 億円となってい

ます。これは歳入総額から歳出総額を差し引いた金額と一致

し、ここからさらに翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた

金額が、実質的な黒字額となります。 

収支の内訳を見てみると、業務活動収支で161 億円増加す

る一方、投資活動収支で127 億円、財務活動収支で19 億円

減少しています。 

これは、地方税や地方交付税等の収入により、投資活動と

地方債の償還等を行ったことを表しています。 

  

資金収支計算書（一般会計等） 

付表 第26 表 一般会計等資金収支計算書（平成30 年４月１日～平成31 年３月31 日） → 77 ページ 

4,951

448

1,205

5,112

321

1,186

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

業務活動収支 投資活動収支 財務活動収支

（億円） 資金収支の状況

支出

収入

税収等

人件費

国県等補助金

物件費等

その他

補助金等

臨時収入

支払利息 他会計への

繰出
その他

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,000 4,500 5,000 5,500

収入

支出

業務活動収支の内訳

（億円）

その他

臨時支出業務費用 移転費用

使用料・手数料

社会保障給付

（単位：億円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 4,913

業務費用支出 2,466
人件費支出 1,691
物件費等支出 444
支払利息支出 89
その他の支出 242

移転費用支出 2,447
補助金等支出 1,468
社会保障給付支出 93
他会計への繰出支出 878
その他の支出 8

業務収入 5,101
税収等収入 4,459
国県等補助金収入 488
使用料及び手数料収入 78
その他の収入 76

臨時支出 38
災害復旧事業費支出 22
その他の支出 16

臨時収入 11
業務活動収支 161
【投資活動収支】

投資活動支出 448
公共施設等整備費支出 178
基金積立金支出 120
投資及び出資金支出 5
貸付金支出 145
その他の支出 -

投資活動収入 321
国県等補助金収入 81
基金取崩収入 31
貸付金元金回収収入 190
資産売却収入 16
その他の収入 3

投資活動収支 △ 127
【財務活動収支】

財務活動支出 1,205
地方債償還支出 1,190
その他の支出 15

財務活動収入 1,186
地方債発行収入 1,186
その他の収入 -

財務活動収支 △ 19
15
41

56

前年度末資金残高

本年度末資金残高

科目

本年度資金収支額


